共　同　研　究　申　請　書
                                             　　　　　　　平成18年４月４日
　兵 庫 教 育 大 学 長　　殿
                                     　　民間機関等の名称，所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　勝美システムズ株式会社　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山県真庭市蒜山下福田465

　　　　　　　　　　　　　　　　
                                     　　代表者　　三原　義男　　　印　
　兵庫教育大学共同研究取扱規則に基づき，下記のとおり共同研究を申請いたします。
記
 　１　共同研究の内容・期間・担当者・民間共同研究員等
	教授
	 研　　究　　題　　目
	特別支援教育でのオンライン学習を支援する「教育ベンチャー」起業を目指す共同研究
	

	
	 共 同 研 究 の 内 容
	1.　軽度発達障害児の学習を支援するオンラインでの書字、読字教材の開発と普及
・小学1－2年生用教材の商品化とオンラインでの普及
・教師と保護者への教材活用のサポートと講習会の実施
2.　教育ベンチャーの起業
	

	
	 この研究の特色・意義
	地場産業と大学のノウハウを提供しあい、LD, ADHD、高機能自閉症等の軽度発達障害児や不登校児に対する学習を支援する。ネットワーク上で対話的な学習環境が有効であることの啓発となる
	

	
	この研究に関連する国
内及び国外における研
究状況
	軽度発達障害と不登校児は、全国で8％位いる。こうした子どもへの書字や読字指導と保護者への助言、さらに教師の指導力量形成のために特化したネット上の支援方法は極めて少ない。特にタブレットPCを利用したネットにおける効果的な学習方法は課題となっている。
　
	

	
	共 同 研 究 期 間
	平成18年5月1日～平成19年3月31日
	

	
	担当者（研究代表者＊印）
	氏　名
	所　属
	  職
	役　割　分　担
	

	
	
	成田　滋
	学校教育研究センター
	
	研究企画、実施、評価、成果の普及、教育ベンチャーの創出
	

	
	派遣を予定している
民間等共同研究員
	氏　名
	所 属
	役　割　分　担
	経歴・研究
業　績　等
	

	
	
	三原義男
	勝美システムズ株式会社
	書字、読字教材の開発と商品化および販売
	
	

	
	共同研究の実施場所
	大　学
	兵庫教育大学学校教育研究センター
	

	
	
	民間機関等
	勝美システムズ株式会社
	

	
	民間機関等の主な事業内容
	小学1－2年生用教材の開発と改良、及び商品化に向けた市場調査、オンラインでの普及とネット販売の仕組みの設計等
	

	
	その他参考となる事項
	http://www.shok.co.jp/を参照
	


 　２　共同研究に要する経費等
 　（１）　民間機関等が負担する直接経費内訳　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	諸　謝　金
	旅　　　費
	研　究　費
	合　　　計
	

	
	　　　50　
	　　100
	　　　200
	　　　350
	


   （２）　上記経費の積算
	
	区　　　分
	員　　数
	単　　　価
	金　　　額
	備　　　考
	

	
	諸　謝　金
	2
	   　25,000円
	   50千円
	開発情報提供
	

	
	旅　　　費
　 研究調査旅費
	　　　2
	　　48,000円
	　96千円
	メディア教育開発センターでの資料収集
	

	
	   研　究　費
　(備　品　費)
  　(消耗品費)
  　(光熱水料)
	教材提供用

サーバー(備品)
開発用ソフト

(消耗品)
	　92,000円

　65,000円

　47,000円
	　92千円

　65千円

　47千円
	
	

	
	　合　　　計
	
	
	　350千円
	
	


   （３）　民間機関等が提供する設備
	
	名　　称
	型　　式　・　仕　　様
	数　　　量
	

	
	サーバー

プリンター
	Mac OSX サーバー
Windows NT server
ネットワーク用高速カラープリンター
高画質印刷用大型プリンタ
	2台
2台

2台

1台
	

	
	
	
	
	


   （４）　２会計年度以上継続する共同研究の場合，民間機関等が負担する直接
         経費の全体計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	　　 　　年度
	　　 　 年度
	 　　　 年度
	　　　　年度
	合　　　計
	

	
	
	
	
	
	
	


   （注）
   　１　「共同研究の内容」欄には，共同研究の内容及び方法等について具体的に
       記入すること。また，２会計年度以上にわたる場合には，全体計画の内容も
       記入すること。
     ２　「共同研究期間」欄には，当該年度の研究期間を記入すること。
     ３　別紙様式による「民間等共同研究員調書」を添付すること。
